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都市再生整備計画の目標及び計画期間

市町村名 地区名 面積 20.19 ha

平成 16 年度　～ 平成 19 年度 平成 16 年度　～ 平成 年度

目標

目標設定の根拠
まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

人 １５年度 １９年度

回／年 １５年度 １９年度

都道府県名 長崎県 平戸市 日の浦地区

計画期間 交付期間 19

平戸市田平町で１番賑わいのある田平港周辺から日本最西端の駅であるたびら平戸口駅に通じる地域を平戸瀬戸の美しい自然をイメージし、地域生活空間と観光地空間を合致させた魅力あるまちづくりを行う。
・商店街内に公園・駐車場を整備し、ゆとりの景観を設け交流拠点の高陽を図る。
・たびら平戸口駅から日の浦地区をつなぐ遊歩道の整備により来町者や住民の居住空間と観光空間の安全性能の向上。
・居住環境整備による若年層の定住化

・平戸市田平町は、日本最西端の駅のある町として、また、海の玄関口として県北地域の交通の要衝として栄えてきた。
・田平港一帯を田平港シーサイドエリア再構築事業と称し、観光に関連した産業の活性化による地域振興を図るために観光情報の提供、水産物直売所、レストランなど立ち寄り拠点の整備をおこなう計画である。
・その背後には町内唯一の商業地区「日の浦」地区があり、さらには松浦鉄道の「たびら平戸口駅」、その周辺には町民センター、平戸口公園等があるが、これらの施設は点在しているだけで一体性に欠けている。
・住宅政策の面では分譲宅地の開発、賃貸住宅の建設等、民間レベルでの開発が行われているがそれでも需要に対するストックは少なく、特に中堅所得者向けの住宅が不足している。
・商店街は小規模商店であるため駐車場スペースがなく、さらに国道に面していることもあり交通安全の面からも駐車場の確保が必要である。また、庁舎移転に伴い、損失を受けた商店街の救済措置として「日の浦地区」の活性化対策が移転当初から求
められている。地域主体のまちづくりができるよう旧庁舎跡地を利用した交流の拠点づくりが必要である。

・地域の定住人口確保のために、地域住民のニーズと町並み整備に合った中堅所得者向け住宅建設。
・地域の活力づくりのつなげるための地域間、来訪者との交流の拠点づくり

・地域のニーズにあった地域づくりを進めるため、現在ある施設を結びつけるための遊歩道の整備
・不足している住宅や駐車場、公園の整備を行い、地域間の交流と観光客など来訪者との交流拠点をつくる。

指　　標 定　　義 目標と指標及び目標値の関連性 従前値 目標値

672

商店街イベント 地域住民と観光客の交流拠点づくり
2 5

日の浦地区人口 居住環境整備による定住化促進
642



都市再生整備計画の整備方針等

計画区域の整備方針

その他

・自然を生かした魅力的で安全な街路を整備し住民（子供、老人）、観光客にやさしいみちづくりを行う。 田平駅から日の浦地区までの遊歩道を整備する

地域住民の観点
・国道との交差店部分の改良をおこない、安全な交通環境整備を図る。
・自然と調和するようにデザインした休憩施設を設置する。
・イベント広場として活用できるよう地元漁家による朝市の開催や商工業者による物産市、婦人会等によるフリーマーケットの実施を図る。

観光客等の観点
・気軽に立ち寄り、そこで新しい交流がうまれるような休息施設。

方針に合致する主要な事業
・農漁業などの地元産業の振興や企業誘致による地元経済活動を活発させる支えとなるように、また居住の多様化に応えるために、ゆとりある定住の場
を確保した住宅施設の整備を行う。

特定公共賃貸住宅を建設し、定住化を図る

・高齢社会・情報化社会で孤立していく個々のつながりをなくさないように共有空間、交流空間の提供を行いコミュニティの育成に配慮した環境を確保す
る。また、商店街やその付近住民の活動を活力あるものにするため様々な活動支援を行う。

公園を整備し地域活動の活性化を図る



交付対象事業等一覧表

（金額の単位は百万円）
基幹事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 事業費

道路 平戸市 直 １42m H１７ Ｈ１９ H１７ Ｈ１９ 46 46 46 46

公園 平戸市 直 ０.16ｈa H１７ Ｈ１９ H１７ H１９ 110 110 110 110

河川

下水道

駐車場有効利用システム －

地域生活基盤施設 －

高質空間形成施設 －

高次都市施設 －

既存建造物活用事業 －

都市再生交通拠点整備事業

土地区画整理事業

市街地再開発事業

住宅街区整備事業

地区再開発事業

人にやさしいまちづくり事業

優良建築物等整備事業

拠点開発型

沿道等整備型

密集住宅市街地整備型

耐震改修促進型

街なみ環境整備事業

住宅地区改良事業等

都心共同住宅供給事業

公営住宅等整備 平戸市 直 １０戸 H１６ H１８ H１６ H１８ 150 150 150 150

都市再生住宅等整備

防災街区整備事業

合計 306 306 306 306 …A

提案事業
（参考）全体 交付期間内 交付対象

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 事業費
0

0

0

－ 0

－ 0

－ 0

－ 0

合計 0 0 0 0 …B
合計(A+B) 306

（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間 開始年度 終了年度

合計 0

所管省庁名事業箇所名

－

住宅市街地
総合整備
事業

交付期間内事業期間
規模事業主体 直／間事業箇所名事業

（参考）事業期間
細項目

－

全体事業費

特定公共賃貸住宅

－

（参考）事業期間

日の浦公園

事業
細項目

事業主体事業箇所名

地域創造
支援事業

事業期間（いずれかに○）
事業主体

事業活用調
査

まちづくり活
動推進事業

事業

－

－

規模

－

－

うち民負担分
交付期間内事業期間

規模直／間

町道・遊歩道

－

－

うち民負担分

0

0

国費率 0.4交付対象事業費 306 交付限度額 122.4



都市再生整備計画の区域

日の浦地区（長崎県平戸市田平町） 面積 20.19 ha 区域 平戸市田平町田平港一帯

※　計画区域が分かるような図面を添付すること。

【図面作成上の留意点】

・Ａ４版横長であれば縮尺は自由。ただ
し必ずスケールバー・方位を記入する
こと。
・市町村全体の中での位置がわかる範
囲を対象とすること。
・都市再生整備計画の区域を赤太線縁
取りとし、地区名、区域面積を記入する
こと。
・鉄道、高速道、幹線道等の都市の骨
格を成す施設及び計画の内容に影響
を与える主要な施設を明記すること。
・その他必要な事項は適宜追加してよ
いが、必ず凡例を記入すること。

【記入要領】
・水色のセルは計画作成者において記入すべきことを表す。記入漏れのないよう留意すること。
・「区域」欄は、計画区域の所在地を記入すること。
　　　例）○○町○丁目、○丁目、○○町○丁目の全部と○○町○丁目、○○町○丁目の一部
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日の浦地区内人口 （　人　） 642 （　１5年度） → 672 （　１９年度）
商店街等イベント （回／年） 2 （　１５年度） → 5 （　１９年度）

（　　　　） （　　　年度） → （　　　年度）

　日の浦地区（長崎県平戸市田平町）　整備方針概要図

目標
平戸市田平町で１番賑わいのある田平港周辺から日本最西端の駅
であるたびら平戸口に通じる地域を平戸瀬戸の美しい自然をイメージ
し、地域生活空間と観光地空間を合致させ魅力あるまちづくりを行う。

代表的
な指標

【図面作成上の留意点】

・現況図と同じ縮尺とし、スケール
バー・方位を記入すること。
・都市再生整備計画の区域を赤太線
縁取りすること。
・計画に位置付けられた事業につい
て、その位置がわかるように旗揚げ
し、事業名等を明記すること。
・関連事業についても旗揚げし、関連
事業であることがわかるように記載す
ること。
・その他必要な事項を記載するとき
は、必ず凡例を記入すること。
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